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はじめに 
 2000年に開催されたシドニー・オリンピック大
会、およびパラリンピック大会によって、日本に

おけるオーストラリアのスポーツに対する関心は

より高まったといえる（１）。それはひとつには、

水泳競技のイアン・ソープに代表される競技力向

上の高度な成果に対してであった。もうひとつの

面では、オーストラリアの人々の生活（AUSSIE 
Life）への憧憬にも似た思いとともに、多様なス
ポーツを気軽に楽しんでいることへの評価があっ

た。さらには、とくにパラリンピック大会を通し

てオーストラリアの「障害者スポーツ」の展開と

それを支える社会システムへの注目があった。こ

れらのものが複合的、かつ重層的に折り重なるこ

とによって、日本におけるオーストラリアのスポ

ーツに対するイメージが形成されてきたといって

よいであろう。そして、そのイメージは、概して

ポジティヴなものということができるであろう。 
人々のイメージ形成には、マスコミ報道の力が

大きかったことは事実であろう。また、一般的に

もたらされるオーストラリアの情報には観光資源

の紹介および宣伝の要素をも含んでいるであろう。

そうした点を認めながらも、オーストラリアのス

ポーツに対するポジティヴなイメージは、全体と

しては的をはずしたものではないといえよう。 
ただし、現段階においては、オーストラリアの

スポーツに対する理解は、そうしたイメージのレ

ベルにとどまっており、その歴史やシステム、そ

して社会的背景についてまで十分に説明されてい

るとは言い難いように思われる。筆者の問題関心

であるオーストラリアのスポーツ政策を対象とし

た先行研究も管見の限りでは数少ない（２）。この

「ギャップ」ともいえる部分を埋めていくことが、

筆者の在外研究の課題ととらえている。 

ここで、筆者のオーストラリアのスポーツに対

する問題関心の出発点、ないしは課題意識の端緒

を象徴的に示すものとして、「オーストラリア・ス

ポーツ委員会戦略計画 1998-2001」（1998 年、オ
ーストラリア・スポーツ委員会 Australian Sports 
Commission、以下、ASC）の中の次の一文を掲
げておきたい。 
「われわれは他の国々と比べて効果的で全国的

なシステムをもっている。このことが、限られた

資源の比較的小さな国家が国際的競技大会におい

て最高水準のレベルを示し、その一方、力強いコ

ミュニティスポーツの参加を構築している鍵を握

る理由の一つである。」 
日本という国家を評して「経済大国にして生活

小国」等の揶揄的表現がある。こうした理解のも

とでの単純な比較は慎まなければならないが、

GDP などの経済指標から見たとき日本とオース
トラリアとの差は小さなものではないであろう。

しかし、スポーツの領域における成果の現れにお

いて、彼我の立場は逆転しているといっても言い

過ぎではないと思われる。こうした「逆転現象」

はどこから出てくるものなのか。「システム」とは

いかなるものであり、どんな社会的背景のもとに

打ち立てられたものであるのか。その形成過程は

どのようなものであるのか。現状における課題と

は何か、等、関心の糸はつながっていく。研究を

進める中で修正の必要が出てくると思われるが、

現時点における問題意識を鮮明にしておく意味で、

以下に作業課題を箇条書き的に提示しておく。 
 
１． オーストラリアのスポーツ政策の変遷 
 オーストラリアのスポーツ政策の歴史的展開と

現状の全体像把握が第一の課題となるが、そこで

の視点を以下のように設定してみる。 
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（１）スポーツ政策の胎動から「アクティヴ・オ

ーストラリア（Active Australia）」へ 
現在のオーストラリアのスポーツ政策は、1995
年に開始された「アクティヴ・オーストラリア

（Active Australia）」キャンペーンのもとに展開
されている。アクティヴ・オーストラリアとは、

「地域社会において、すべてのオーストラリアの

人々が、スポーツや身体活動（コミュニティ・レ

クリエーション、フィットネス、アウトドア・レ

クリエーション、等）に積極的に参加することを

展開、促進するために全国的規模で統合的に進め

られる政策」の総称である。多くの国々の政策目

標がそうであるように、ここでもPerformance（競
技力向上）と Participation（参加）という「２つ
の P」が目標に掲げられている。また、民間商業
ベースによるスポーツ供給（delivery）への援助
が大きな柱として立てられていることも特徴とし

て指摘できよう。その成果は、上述のように、オ

リンピック大会をはじめとする国際競技大会で多

くのメダリストを輩出していることや国民の 40
パーセントもの人々がスポーツクラブに参加して

いることに現れている。 
しかし、国家によるスポーツへの関与が開始さ

れたのはようやく 1970年代に入ってからであり、
スポーツ政策としての本格的な展開は 1980 年代
中盤以降のことであるという（３）。そのエポック

メイキング的なものとしてあげられるのが、1985
年に公布されたオーストラリア・スポーツ委員会

法（Australian Sports Commission Act 1985）と
それに伴う上述の ASCの設立であろう（同法は、
1989年に改正され、競技力向上に関わる組織を統
合する形となった）。続いて、1987 年 12月には、
「芸術・スポーツ・環境・観光・特別地域省

（Department of the Arts, Sport, the Environment,
Tourism and Territories）」による「スポーツ・
レクリエーション国家目標」として、1990年まで
に成人の 40%が、2000 年度までに 60%が健康・
体力維持に適切な活動を行うこと。適切な活動が

できる安全なスポーツ環境の整備。国民のスポー

ツ・レクリェーションの参加状況に関する調査研

究の実施などが掲げられたように、スポーツ政策

が国家政策として確立していった。 
紙幅の関係で中途の経過を割愛せざるを得ない

が、現在も「アクティヴ・オーストラリア」は継

続中であり、オーストラリアのスポーツにとって

最大のイベントであったオリンピック大会後を見

越した「2000年を超えて（Beyond 2000）」（４）な
どいくつもの提言や戦略計画が出されてきている。 
（２）「福祉国家の形成と転換」とスポーツ政策 
第二次世界大戦後の福祉国家の形成とその転換

という状況を視野に入れるならば、自由党（国民

党との連立政権を含む）と労働党が頻繁に政権を

交代してきたオーストラリアの政治過程をとらえ

ていくことは前提作業として自明のことであろう。

とくに、上述の 1980 年代におけるスポーツ政策
の本格的展開を検討していくとき、同時期の労働

党政権（ホーク、キーティング）の持った意味は

小さくないと仮定できる（５）。 
政治体制とその変化への注目は、スポーツ政策

の現段階をとらえる上でも欠かすことのできない

ものである。福祉国家体制の「見直し」が世界的

に展開されているが、オーストラリアにとっても

それは無縁の出来事ではない（６）。ハワード政権

の登場とともに、財政赤字解消を旗印にさまざま

な領域で政策の転換が図られている。このことか

ら、上述の「2000年を超えて（Beyond 2000）」
などの提言や戦略計画は、従来までのスポーツ政

策を継承する側面をもつと同時に、新たな政治状

況からの産物ととらえられる。 
 
２．地域コミュニティレベルにおけるスポーツ活

動の実態把握 
 オーストラリアにおいては、スポーツ政策に限

らず、連邦、州、地域自治体の三層構造の政治シ

ステムを採っている。そのことに対応して、前項

が連邦レベルの政策の全体像を把握する課題と位

置づけるならば、この項の課題は、各層の関連性

をとらえるなかで、人々の生活にもっとも身近な

レベルにおける実態把握という課題につながる。 
スポーツ政策が本格的に展開される以前から、
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地域自治体はスポーツ施設の整備などを通して地

域のスポーツ・レクリエーションを伝統的に担っ

てきていた（７）。その後の政策の積極的な展開と

ともに、地域が果たす役割はさらに拡大したもの

と思われる。 
同時に、国家の歴史的政治的関係からイギリス

の影響を強く受けたこともあって、オーストラリ

アの地域スポーツにおいて、3 万を超えると言わ
れる「草の根レベル」のクラブは、その数のみな

らず長い歴史を背景に大きな位置を占めているこ

とにも注目する。 
これらの点を中心に、地域スポーツの実態をと

らえていくことが課題となる。このことは、オー

ストラリアのスポーツ社会学の研究において提起

されているスポーツ参加の不平等の問題（８）を筆

者なりに跡づけていく作業でもある。 
 
３．「障害者スポーツ」の政策と実態 
オーストラリアの社会福祉に対しては、以前か

ら研究と実践の双方のレベルから注目されていた

が（９）、シドニー・パラリンピック大会によって

オーストラリアの「障害者スポーツ」にも関心が

寄せられるようになった。現在のスポーツ政策の

焦点であるアクティヴ・オーストラリアの中にも

「障害者スポーツ」は一つの柱として明確に位置

づけられ、積極的に推進されている（ 10）。ここに

おいては、地域社会における基盤整備のみならず、

障害を持つ人々の身体活動の基礎として少年期か

らの経験を重視するという意味合いから学校教育

の中に多くのプログラムを組み込んでいることが

一つの特徴と思われる。 
オーストラリアを含む「障害者スポーツ」の現

段階については、すでに筆者なりの整理を試みた

が（ 11）、スポーツ政策全体、および社会福祉政策

との関連のなかで、より精緻に実態を把握してい

くことが課題となる。ここでも、前述した福祉国

家の形成と転換が一つのキーワードとなろう。 
 
４．「多文化主義」とスポーツ 
 オーストラリアが「白豪主義」から転換し「多

文化主義」の道を歩んでいることは広く知られて

いる（ 12）。この課題については、筆者は未だ明確

な柱を提起することはできない。現段階では、「移

民」政策の再検討が進められている現状を視野に

入れながら「多文化主義」の多様な側面を歴史社

会的にとらえていく中で、オーストラリアの社会

とスポーツとの関わりをとらえていくという大枠

の提示にとどまらざるを得ない。しかし、グロー

バル化がさまざまな問題をはらみながらも、今後

とも進展していくことが予測される世界情勢の中

で、オーストラリアの国家と社会の経験は多くの

ことを示唆しているものと思われる。その意味で、

問題関心は持ち続けていきたい。 
試みにいくつかのテーマを掲げれば、多民族の

人々を構成要員とする国家におけるスポーツを通

した「統合」ないしはナショナリズムなどの問題

がある。この点は、シドニー・オリンピツクの際

に顕著となったが、前述の ASC の戦略計画にお
いても、「スポーツは、国家の社会的発展において

積極的で重要な役割を演じている。スポーツのチ

ャンピオンたちは、オーストラリアの人々の一体

感を助長し、国家意識を高まらせるロール・モデ

ルや英雄像を提供している」と述べている。 
その他、オーストラリアでの先行研究の中で、

「移民」とプロスポーツ、地域社会への「融合」

（逆に、「民族意識」の維持や醸成）などに注目し

ているものもある（13）。 
 
５．オーストラリアのスポーツ社会学の研究動向 
これまで述べてきたことからも推測されるよう

に、オーストラリアのスポーツ社会学の領域にお

いては、スポーツ政策に限らず、オーストラリア

のスポーツに関する研究成果が数多く出されてい

る（ 14）。こうしたスポーツ社会学の研究動向をと

らえていくことも課題である。 
 
＜注＞ 
（１）高津勝「シドニー・オリンピックを『読む』」
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2001。 
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